
個人情報の利用目的は、JIS認証活動に関わる認証管理、申請者及びJIS認証取得者との連絡、

又は、関連する情報のお知らせ、並びに公開講座の案内等とさせていただきます。

日本検査キューエイ株式会社（ JICQA）JIS認証部長殿

申請日：　　年　　月　　日

JIS認証審査申請書

当社（会社）は、本申請書４～５頁の「JIS認証審査申請に当たっての了承事項」の内容を了承のうえ、下記の通りJIS認証審査を申請いたします。

＜記入上の注意事項＞　・申請書のご記入にあたっては、本申請書６頁の添付資料の②（「JIS認証審査申請書」記入要領）をご参照下さい。

・□欄には該当するものにレを、太枠内、下線部及び (括弧) 部には必要事項をご記入下さい。

・申請内容に関しては、認証審査チームが、事前調査等の機会に確認させていただきます。

・申請書は、認証の区分毎に１通ずつ作成の上、ご提出ください。

1. 認証製品名称　　（書ききれない場合は、内容を記入した別紙を添付して下さい。）
	ａ）認証に係る鉱工業品又はその加工技術の名称（JIS規格名称）

	　

	ｂ）認証に係る日本産業規格の番号及び形状、種類・等級（種類・等級ごとに認証に係る形状が異なる場合は、それぞれ分けて記入してください）

	　

	ｃ）認証の区分
	ｄ）JIS Q 1001附属書Ｂの品質管理体制の審査の基準（審査の基準を選択してください。）

	
	　　□　審査の基準（Ａ）　　　　　　　　□　審査の基準（Ｂ）

	ｅ）ロット認証である場合は、当該個数又は量

	


	2. 申請者（会社）（下欄の申請代表者に関しては、会社の代表権のある方又は会社から本申請の代表権を委任された方をご記入下さい。なお、代表権を委任された方の場合は、会社発行の委任状を必ず添付してください）

	フリガナ
	

	会社名
	

	フリガナ
	

	住所（会社の登記住所）
	〒

	申請代表者の氏名／　役職名／所属部署名
	所属/役職;　
	フリガナ 

	
	
	氏名;
	

	Tel/Fax
	Tel;
	Fax;


	3. 品質管理責任者　（鉱工業品及びその加工技術に係る日本産業規格への適合性の認証に関する省令 第２条第１項の五のロの(2)に定める有資格者をご記入下さい。）

	フリガナ
	

	住所
	〒

	所属部署/役職/氏名
	所属/役職;　
	フリガナ      

	
	
	氏名;　　 
	

	Tel/Fax/e-mail
	Tel;
	Fax;
	e-mail;

	連絡者（品質管理責任者と異なる連絡者をご指名の場合のみご記入下さい）
	

	フリガナ
	
	
	

	住所
	〒
	
	

	所属部署/役職/氏名
	所属/役職;　
	フリガナ      

	
	
	氏名; 
	

	Tel/Fax/e-mail
	Tel;
	Fax;
	e-mail;


	JICQA記入欄：
JICQAは本欄に必要事項を記入し、かつ本申請の受理印を押印のうえ、本申請書のコピーを申請者にお送りいたします。
	JIS認証部受理印

	
	

	認証審査チームリーダー
	JIS認証部長
	申請受理日
	申請受理番号
	

	　
	
	年　  月　  日
	
	


	4. 認証審査希望時期　
	①初回工場審査
	

	
	　　書面審査
	
	　　　年　　　　月　頃
	

	
	　　現地審査
	
	年　　　　月　頃
	

	
	②初回製品試験
	
	年　　　　月　頃
	

	
	③その他要望事項
	（
	）

	5. 初回製品試験の実施方法

	申請者のご了解を得た上で、JICQAが下請負契約により製品試験を通常行うJICQA製品試験所で試験を行います。

	　JICQA製品試験所以外をご希望の場合は、以下の方法があります（その場合は、ご希望の方法の□にチェックをしてください）。

	
	□　JICQAが立会い、申請者が申請者の試験場所で行う
（申請者の試験設備、試験員等がJIS Q 17025の該当する要求事項を満足していることを実証する必要があります。）

	
	

	
	

	
	□　第三者試験機関が行ない、そのデータを活用する。
（第三者試験機関がJIS Q 17025の該当する要求事項を満足していることを実証する必要があります。）

	
	

	
	

	
	□（JICQAが立会わず）申請者自身が自らの試験場所で実施し、そのデータを活用する。

（申請者の試験場所がJIS Q 17025の該当する要求事項を満足していることを実証する必要があります。）

	
	

	
	

	　なお、いずれの場合も、試験用の製品の抜取り（サンプリング）はJICQAが行います。

	

	　製品試験について、ご要望事項がありましたら、下記にご記入ください。

	（
	　）

	6. 認証希望製品の主要な製造・加工又は販売・輸入の工程

	

	

	7. 認証に係る対象工場／事業場（認証に係る鉱工業品等の製造又は加工工程を含む工場／事業場を、すべて記入してください(外注先

　 の工場／事業場は社名から記入）。複数の工場／事業場があって書ききれない時は、下欄を必要数記した別紙を添付してください）

	工場／事業場名 　：
	

	当該の工場／事業場が担う工程（全て記入） 　：
	

	　住　所：
	〒

	
	

	　Tel　　　　　　　：
	Tel;
	

	8. 認証希望製品に関係する総従業員数（有効従業員数）　
	　　　　　　　　人
	

	交代勤務がある場合は、下記にご記入ください。

	
	常昼勤務：　
	人
	

	交代勤務：　　　
	直　　　　交代で働いている従業員の合計　　　　人
	


9. 申請する認証の類型（該当する認証の類型の欄にチェックマークを記してください）
	JICQAが可能な認証の類型
	認証の申請者及び認証　取得者の要件
	外注先の工場／事業場の住所・所在地の要件

(外注を行う場合)
	申請する認証の類型

	① 製造認証
	国内の製造業者
	国内又は海外（注＊）
	

	②-１ 販売認証
	国内の販売業者
	国内又は海外（注＊）
	

	②-２ 輸入認証
	国内の輸入業者
	国内又は海外（注＊）
	

	③ 加工認証
	国内の加工業者
	国内又は海外（注＊）
	


　（注＊）①～③のいずれの場合も、外注先の工場／事業場に同表示を行わせるときは、JICQAが定める一定の制約条件に従う必要があります。　

	　
10. 関連する履歴・状況・ステータス等

	

	①旧JIS認定の取得履歴（2008年9月30日以前）

	該当欄すべてに記入して下さい

	□
	本申請には、2008年9月30日まで旧JIS認定を得ていたJISが含まれている。

	
	・旧JIS認定を得ていたJISの番号（　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	・旧JIS認定を得た時期（　　　　　　　　　）年（　　　）月

	□
	本申請には、旧JIS認定を得たことがあるが2008年9月30日より前に辞退又は失効したJISが含まれている。

	
	・旧JIS認定を得た時期（　　　　　　　　　）年（　　　）月

・旧JIS認定を辞退又は失効した時期（　　　　　　　　　　）年（　　　）月

・旧JIS認定を辞退又は失効した理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	□
	本申請には、旧JIS認定を得たことのないJISが含まれている。

	
	・旧JIS認定を得たことのないJISの番号

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	

	②JIS認証取得状況（2005年10月1日のJIS認証制度改正ベース。該当欄すべてに記入して下さい）

	□
	本申請には、2005年10月1日以降に認証を得たことのないJISが含まれている。

	
	・認証を得たことのないJISの番号（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	□
	本申請には、2005年10月1日以降に認証を得たことがあるが辞退又は失効したJISが含まれている。

	
	・認証を得ていたが辞退又は失効したJISの番号（　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	－　認証を得た時期（　　　　　　　　　）年（　　　）月

	
	－　認証を辞退又は失効した時期（　　　　　　　　　　）年（　　　）月

	
	－　認証を辞退又は失効した理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	□
	本申請には、現に認証を得ているJISが含まれている。（認証替えの場合に記入）

	
	・現に認証を得ているJISの番号（　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	・認証取得時期（　　　　　　　）年（　　　）月

	
	・現在の認証機関名（
　　　　　　　　)

	
	・認証替えの理由をご記入ください。

	
	（
	)

	③ JIS Q 9001（ISO 9001）

	□
	審査登録機関（
）に既に登録済み

	□
	審査登録を取得予定：（　　　　　　　　　　）年（　　　）月頃

	□
	審査登録を得る予定はない

	
	なお、JIS Q 9001（ISO 9001）の審査登録の活用を希望される場合は、登録証、審査報告書及び品質マニュアルのそれぞれのコピーを添付してください。

	申請書へのご記入ありがとうございました。


なお、次ページ以降に下記の資料を添付しておりますので、必ずお読み下さい。

・JIS認証審査申請に当たっての了承事項（Ｐ４～Ｐ５）

・添付資料 ：申請時にご提出いただく資料並びに記入要領及び認証の区分等（Ｐ６～Ｐ１３）
JIS認証審査申請に当たっての了承事項
（注記：次の事項についてご確認いただき、ご了承くださったうえで本申請書の提出をお願いいたします）
1.　　申請は、本「JIS認証審査申請に当たっての了承事項」をご了承いただいたうえで、申請いただくものといたします。

2.　 申請者は、産業標準化法及び同法の主務省令の該当する規定（以下、「国の認証規定」という）、JICQAが定める認証の基準その他JICQAが行う審査及び認証の手順の該当規定に常に適合しなければならないものとします。
3.　　申請をお受けできる「鉱工業品、加工技術により加工した鉱工業品又は販売する鉱工業品（以下、総称して『鉱工業品等』という）」は、JICQAが産業標準化法に基づく登録認証機関として登録を受けた日本工業産業規格の範囲に限られます。ただし、鉱工業品等の仕様や試験設備の性能等により、初回製品試験（以下、特に記す場合を除き「製品試験」という）が実施できないときは、申請をお受けできない場合があります。　

4.　　認証の区分及び認証の範囲は、認証に係る鉱工業品等の内容によりJICQAの定める認証の基準に基づいて申請者と調整し、決定いたします。

5.　　申請は、申請者からの請求を受けてJICQAが予め提出した見積書の内容をご確認いただき、同見積内容をご了承いただいたうえで、この書面の「添付資料」の「①提出資料一覧」に掲げる要提出資料をすべて提出してください（詳細は、この書面のＰ６～Ｐ１３に掲げる添付資料の内容を　参照してください）。

6.　 JICQAは、申請を受理した後に適格な審査員を選定し、製品試験、工場審査等の実施方法・スケジュール等を申請者と協議・調整のうえ認証審査計画を決定し、すみやかに初回工場審査及び初回製品試験を行います。なお、申請受理後にJICQAから申請料の請求書をお送りいたします。JICQAが指定した期日までに､JICQAの指定銀行口座へお支払いください。銀行振込の手数料は、申請者のご負担とさせていただきます。支払われた費用は、過誤納の場合を除き、返還しません。

7.　　審査員の氏名は、あらかじめJIS審査チーム編成通知書でお知らせします。なお、審査員を忌避する場合には同通知書の発行日（記載日）から14日以内に忌避申立て書を添えてご連絡いただくことができます。その場合、審査等のスケジュールを変更させていただくことがあります。
8.　 JICQAがあらかじめ提出した見積書（見積金額）は、標準的なケースに基づく概算です｡認証審査を行うために、見積前提からの製品試験、工場審査等の内容の追加や変更等を行う必要が生じたときは､見積金額と差異を生じることがあります｡

9.　　申請書を提出した後､その申請内容を変更しようとするときは､その旨をJICQAにご連絡ください。JICQAが別途定める書式（申請事項等変更申込書）をお送りいたしますので、変更内容を記入のうえ提出してください。その場合、変更による品質管理実施状況説明書その他の追加資料のご提出を求め、当初の審査スケジュールを変更するとともに、変更に係る製品試験及び工場審査内容を追加又は変更して実施する場合があります。

10.　同様に、JICQAが認証を行うかどうかの決定（以下、「認証の決定」という）をするまでにJISの改正が行われたときは、必要に応じて申請事項等変更申込書、品質管理実施状況説明書その他の資料の追加の提出を求め、当初の認証審査計画を変更するとともに、JISの改正に係る製品試験及び工場審査を追加又は変更して実施する場合があります。

11.　前項及び第9項の場合、認証審査に係る費用や認証の決定を行ったときの認証書発行日等が、当初の見込み等から異なることがあります。

12.　JICQAは、申請者から第２２項の定めに基づく申請の取下げの申込みがあった場合のほか、JICQAによる申請受理以降、認証の決定が為される前に申請者がつぎのいずれかに該当したときは、審査業務を停止する又は申請の受理を取り消すことができるものとします。なお、当該申請の受理を取り消すまでにかかった認証業務に係る費用等については、それまでの分を精算のうえ請求させていただきます。

(1) 申請又は審査で示した内容に虚偽があることが判明した場合（「確認書」及び「品質管理実施状況説明書」の内容を含む）

(2) 申請者が他法令違反又は申請内容に対する違反を継続していることが判明した場合

(3) 申請者が、第６項の定めによる申請料その他の債務決済を、JICQAの請求による支払い期日までに行うことができず、期限を定めた催告の後も履行されない場合

(4) 申請者にJICQAの信頼を毀損する行為があった場合

(5) 申請の範囲に係る訴訟その他の争いが存在しており、審査を進めることが不適切であるとJICQAが判断した場合

13.  JICQAの審査員は、工場審査や製品試験において、必要に応じて、工場若しくは事業場又は外注工場又は原材料製造業者の工場（以下、特に記す場合を除き、「工場」と総称する）に立ち入り、必要な審査等を実施するとともに、認証の決定までに、少なくとも６ヶ月（JIS Q 1001：2020の箇条15又は16に該当して認証を取り消された者の再審査の場合は、通常、品質管理体制の再構築後１年以上）の生産実績を調査し、鉱工業品等の品質が安定していることを確認するものとします。

14.　製造又は加工の工程の一部（試験・検査、梱包、表示及び出荷を含む）を申請者以外の工場で行っている場合には、その工程及び工場の管理状況により、当該工場に工場審査や製品試験のために審査員が立ち入ることがあります。申請の代表工場以外の申請者の工場に製造又は加工の工程の一部を受け持たせている場合も、同様です。

15.　認証審査の実施にあたっては、審査等に必要とJICQAが判断した申請者のすべての場所への立入り（代表工場以外の申請者の工場及び申請者以外の工場並びに原材料製造業者の工場を含む）、文書・記録の閲覧及び要員に対するインタビューのための必要な準備を申請者に予めすべて行っていただくものとし、申請者及び申請者以外の工場はJICQAの審査員（必要な場合のオブザーバ若しくは検収員又は審査のモニタリング者を含む）による立入り、文書・記録の閲覧及び要員に対するインタビュー等による審査等を妨げないものとします。

16.　製品試験を行う試験機関又は試験場所は、認証審査計画書でお知らせします。なお、申請者が、JICQAが下請負契約により製品試験を通常行う試験機関（以下、「JICQA製品試験所」という）又は申請者の試験場所での製品試験を希望したときは、JICQA製品試験所又は申請者の試験場所がJIS Q 17025の該当要求事項を満足する能力を有することの確認結果によっては、その希望に添えない場合があります。
17.　申請者が製品試験データの使用を希望する場合、申請者はその適法な使用を行うことをJICQAに対して保証するものとします。当該製品試験データの使用に伴って生じる一切の紛争についてJICQAは損害・費用等の責を負うものではありません。

18.　製品試験用の鉱工業品等（以下、「サンプル」という）は、JICQAの審査員が必要な数量を抜き取ります。JICQA製品試験所又はJICQAが指定する第三者試験所で製品試験を行う場合、保管・保存においてはサンプル又はサンプルから得た試験検体に損傷等のないよう充分注意しておりますが、保管・保存について特に条件等がありましたら、予めご教示下さい。なお、サンプル抜取り後、試験所の試験場所までの運搬時の取扱いによる損傷等については、JICQAは一切の責任を負いません。

19.　申請者は、JICQAから、製品試験を行うために必要であるとして製品試験用のサンプルの提供を求められたときは、これを無償で提供するものとします。また、試験終了後に生じた「サンプル（付帯する部品等を含む）の解体又は損傷」についての異議申立て（サンプルの復元費用等）はお受けできず、JICQAはその責を負わないものといたします。
20.　書類の提出や試験品の運搬等に係る費用は、すべて申請者に負担していただきます。
21.　申請受理後、JIS等の要求事項に適合するかどうかの評価の為に、追加の資料、サンプル等の提出をお願いすることがあります。その場合において、JICQAが妥当と判断した一定の期間を経ても当該資料、サンプル等を提出いただけない場合には、申請受理の取消しをさせていただくことがあります。なお、当該取消しまでにかかりました認証業務に係る費用等については、それまでの分を精算のうえ請求させていただきます。

22.　申請を取り下げるときは､JICQAにご連絡ください。JICQAが別途定める書式（申請事項等変更申込書）をお送りいたしますので、その旨を記入のうえ提出していただきます。なお、当該取下げまでにかかりました認証業務に係る手数料・費用については、それまでの分を精算のうえ請求させていただきます。

23.　JICQAは、申請者の同意を得て、JICQAが実施する鉱工業品等の認証に係る業務の一部を第三者に委託することができるものとします。

24.　JICQAは、申請時点から認証の決定までに認証業務を通じて知り得た申請又は申請者若しくは申請者以外の者に係るそれぞれの情報（苦情申立者又は行政当局等の申請者以外の特定の者から得られた情報を含む）、及び申請者の鉱工業品等及びその製造若しくは加工又は販売に関する情報について、認証業務にのみ使用するものとし、申請者の書面による承諾又は関連する法令に基づく等の正当な理由なくして第三者に当該情報を開示しません。ただし、JICQAが申請を受けた時点で申請者が公開している情報又はJICQAの故意又は過失によらず公知になった情報は除くものとします。なお、申請時点から認証の決定までにご提出いただいた資料は、原則として返却しません。

25. JICQAは、認証の決定に際し、初回工場審査及び初回製品試験において適合していないと判断する事項が一つでもある場合は、認証を行わないものとします。ただし、申請者が、JICQAの指定する期間内に、是正によって不適合事項が満たされたことをJICQAに提示したときは、JICQAは、当該不適合事項が是正されたことを確認するために必要な検証を行うものといたします。

26. JICQAは、前項の検証による評価の結果、認証を行うことを決定した場合には、その結果を申請者に通知すると共に、第２８項の定めに基づく「認証契約」を申請者と締結し、第４項の定めにより決められた認証の区分ごとに認証書を発行いたします。認証を行わないことを決定した場合には、決定の結果と共にその根拠を通知いたします。

27.　申請者は、JICQAに対し、認証の決定の内容その他JICQAがホームページの「JIS認証に係る異議申立て及び苦情への対応について」に掲げる該当事項に関して異議を申し立てることができます。異議がある場合は、申請者がその事由の発生を知り得た日から３０日以内に、JICQAのホームページに掲載されている「異議申立て、苦情表明書」にご記入のうえ、JICQAへお送りください。JICQAは、同申立てを受理した日より６ヶ月以内に回答致します。

28.　認証の決定の結果、認証を行うときは、ＪＩＳマークの使用許諾等に関してJICQAが定める「認証契約」（その附属契約書を含む）を締結していただきます。締結は、速やかに実行していただきますが、JICQAが妥当と判断した一定の期間を経過しても認証契約を締結できない場合は、申請受理の取消しをさせていただくことがあります。なお、当該の申請受理の取消しまでにかかりました認証業務に係る費用等については、それまでの分を精算のうえ請求いたし、お支払いただきます。

29.　認証決定後、JICQAのホームページに掲載されている認証審査料金に基づく費用等を、申請料を除き、請求させていただきます。請求された費用等は、JICQAが指定した期日までに､JICQAの指定銀行口座へお支払いください。銀行振込の手数料は、申請者のご負担とさせていただきます。なお、支払われた費用は、過誤納の場合を除き、返還しません。

30.　前項の定めに基づく請求をJICQAから受けた後、申請者が費用等の請求その他債務の決済を支払い期日までに行うことができず、期限を定めた催告の後も履行されないときは、JICQAは認証を取り消すとともに認証契約を解除することができるものとします。その場合、認証契約の解除までにかかった認証業務に係る一切の費用等については、それまでの分を精算のうえ請求し、申請者によりお支払いいただくものとします。また、認証の取消し及び認証契約解除に伴う処置（認証書の返却や認証に係る広告・宣伝の中止等）その他の義務を果たす必要が申請者に生じます。

31.　前項における認証業務に係る一切の費用等の申請者による支払いその他債務の決済の定めは、支払いが完了するまで認証契約解除後なおその効力を有するものといたします。

32.　認証契約締結後は、認証契約に基づき認証を維持するための認証維持審査及び認証維持製品試験等に係る費用が発生します。

33.　認証契約締結後、適用規格、国の認証規定、JICQAが定める認証の基準、認証契約又は認証書に対する不適合事項が判明した場合の改修、改善及び修理等の費用はお客様のご負担となります。なお、認証書の所有権は、発行後もなおJICQAに帰属します。
34.　認証契約締結後は、広告及び宣伝活動等において、認証契約や認証書の範囲を逸脱するような製品認証に関する表明（JICQAが認証した鉱工業品等以外の鉱工業品等や法人・個人等が認証を取得していると誤解を招くような広告・宣伝等）を行うことはできません。このような事実が明らかになった場合には、広告及び宣伝活動等を中止していただきます。ご同意いただけない場合には、認証の一時停止又は取消し等の処置をとる場合があります。また、JICQAの評価を損なうような認証書又は製品認証の使い方をされた場合も同様の処置をとることになります。

35.　産業標準化法などの関係法令を遵守していただきます。

36.　天災地変、その他不可抗力により製品試験、工場審査等の履行及び認証書の発行ができなくなった場合､JICQAはその責を負うものではありません。

37.　上記に記載のない事項あるいは疑義が生じた場合は、申請者とJICQAは日本の法令及び慣習に則り誠意をもって協議の上その解決を図るものとします。　

以　上

＜申請時にご提出いただく資料並びに記入要領及び認証の区分等＞
① 提出資料一覧
以下の８点の資料を、申請時に一括してお送り下さい。
1．JIS認証審査申請書（原紙をご提出下さい。JICQAは申請を受理した後、コピーを申請者へ返却いたします。）

2．確認書（様式PA05）（ご申請前にJICQAより別途お送りいたします）
3．JIS認証審査アンケート（ご申請前にJICQAより別途お送りいたします）
4．貴社･組織の概要、工場／事業場パンフレット（1部）
5．品質管理責任者が資格要件を満足することを証明するもの
　（鉱工業品及びその加工技術に係る日本産業規格への適合性の認証に関する省令第２条第１項の五のロの(2)に定める資格要件を証明する書面を提出してください）
６．申請代表者の方への委任状（申請代表者が、本申請の権限の委任を受けた方である場合）

７．審査登録を得ているJIS Q 9001（ISO 9001）の審査登録の登録証、審査報告書及び品質マニュアルのそれぞれのコピー

　（JIS Q 1001のB.2審査の基準（Ｂ）を選択する場合）
８．品質管理実施状況説明書Ａ 又は 品質管理実施状況説明書Ｂ（③の「品質管理実施状況説明書」記入要領を参照）
② 「JIS認証審査申請書」記入要領
「JIS認証審査申請書」は、ご申請と同時に、JICQAが認証審査の作業を行うのに必要な情報（認証書に記載予定の情報を含む）をご提供いただくことになっておりますので、申請書のご記入にあたっては下記事項にご留意いただき、できるだけ正確にお願いいたします。
注1）ご申請後に申請内容に変更が生じた場合は、後日、申請受理のお知らせの際に同封する申請事項変更申込書（様式-PA21）にてご連絡下さい。
注2）認証書に記載する内容については、申請事項に変更がない場合でも確実を期すため、適合性評価の終了時にJICQAより改めて最終確認をさせていただきます。
1．認証申請製品（認証書に記載されます）
　受審される製品（加工技術）名称と対応するJIS番号を、③（JIS認証の区分と規格番号）を参照して特定してください。
2．申請者及び申請代表者
　1）会社名（認証書に記載されます）
　　・公式に使用している名称と文字で、正確にご記入下さい。
　　・会社と會社等、新字と旧字（常用漢字以外の字を含む）の区別も明確にして下さい。
　2）住所
　　・公式な住所表示（法務局登録住所）で、都道府県名からご記入下さい。
　　・郵便番号は認証書には記載しませんが、諸連絡のためにご記入下さい。
　3）所属部署/役職/氏名

　　・申請を代表して行う者（申請代表者）として代表権を有する又はその委任を受けた方の所属部署/役職 /氏名をご記入下さい。
　4）フリガナ
　　・会社名、住所、氏名には、フリガナをお願いいたします。特に、難読の場合はご配慮下さい。

3．品質管理責任者
　　・JICQAは原則として、品質管理責任者の方と連絡をとらせていただきます。
　　・品質管理責任者と異なる連絡者をご指名になる場合は、その旨ご記入下さい。
4．認証審査希望時期
　　・概略のご希望年月をご記入下さい。　例）20yy年mm月頃
5．製品試験の実施方法

　　・申請者の了解を得たうえで、JICQA製品試験所で行いますが、JICQA製品試験所以外をご希望の場合は、□欄にチェックしてください。
6．認証希望製品の主要製造（又は業務）プロセス
　　　例）鋼塊購買－鍛造－機械加工－金属めっき－製品組立－検査
　　・複数の製造/業務プロセスがある場合は、できるかぎり全てについて記述して下さい。
７．認証に係る対象希望工場/事業場（認証書に記載されます）

8．認証希望製品に関係する総従業員数（有効従業員数）
　　・参考として利用しますので、認証製品の関係する製造（業務）部署の従業員数をご記入下さい。
　　　交代勤務者、機能を有する役員･管理者、及び固定雇用以外の季節 /臨時/下請け従業員も含みます。
　　　パートタイム従業員は、勤務時間数に応じて、フルタイム従業員数に換算（有効従業員数）して
　　　下さい。
　　・交代勤務に就業している人数は勤務形態ごと（4直3交代 合計○○人　など）にご記入ください。
9. 希望する認証の類型　

該当する認証の類型の欄にチェックマークを記してください）
10．関連する履歴・状況・ステータス
　　・初回工場審査及び初回製品試験に関連する情報をJICQAが得るため、申請書の該当欄にチェックして下さい。

③「品質管理実施状況説明書」記入要領
申請時に、JIS認証審査申請書等とともに「品質管理実施状況説明書」もご提出ください。
品質管理実施状況説明書は、JIS認証審査申請書等の受理及び審査計画の立案等に必要な文書ですので、予めご準備のうえ、ご提出をお願いいたします。
＜品質管理実施状況説明書について＞
　　品質管理実施状況説明書には、下記のＡ及びＢがあります。
　　　　・品質管理実施状況説明書Ａ（品質管理体制の審査の基準（Ａ）を選択した場合：提出様式は別紙Ａ）
　　　　・品質管理実施状況説明書Ｂ（品質管理体制の審査の基準（Ｂ）を選択した場合：提出様式は別紙Ｂ）
　　どちらを選択されるかは、JIS Q 1001附属書Ｂの品質管理体制の審査の基準に従ってください。
	1．品質管理実施状況説明書Ａの場合の記載項目（骨子）
詳細項目は、JICQAのHPの「JIS製品認証」-「JIS製品認証メニュー」-「JIS製品認証に関する手続き」-「認証に関する手続き」の画面内の別紙Ａのリンクからご参照ください）
（関係する社内規格、管理記録及び試験・検査記録は工場審査時に提示が必要となります。）
　1) イ：社内規格の具体的かつ体系的整備

　ロ：検査及び保管の適切な規定

　ハ：原材料の検査及び保管の適切な規定

　ニ：工程管理       

　　①製造又は加工、検査における規定

　　②不適合品に対する処置及び予防処置の規定

　　③作業条件および作業環境の規定

　ホ：製造設備、加工設備及び検査設備における点検、検査、校正、保守とこれらの設備
　　　　　　の精度及び性能の維持の規定

　ヘ：外注管理の規定

　ト：苦情処理の規定

　チ：記録に関する規定

　2) イ：品質管理の組織的な運営

　　  ①社内標準・品質管理の推進の確立と計画的な推進

　　  ②社内標準化、品質管理を行うための責任と権限の明確化

　　  ③教育・訓練の計画的実施（工程の外部委託者に対する指導を含む）

　   ロ：品質管理責任者の配置（JIS Q 1001のB.1[審査の基準(Ａ)]の５のロ）

2．全社･工場／事業場の組織図
　認証製品関連部門の部課長名と在籍者数をご記載下さい。

3．認証製品の製造（業務）プロセス･フロー及び各工場／事業場との関係
　 ・主要設備･技術毎に、素材･資材の購入･調達から出荷までのプロセスを記載して下さい。

　 ・他社への委託（アウトソース）工程・作業がある場合は、委託工程・作業名と当該の委託先会社名を明記して下さい。

・申請者の工場／事業場構内での、下請負契約先による役務提供等があれば、その下請負契約先会社名、業務、人数を記載して下さい。

4．対象製品を製造する（業務を行なう）主要設備のレイアウト図
5．対象製品の操業状況に関する情報
　 ・勤務態様、就業時間、操業曜日、主要設備休止日、休日･夜間稼動の有無を記載して下さい。
6．対象製品の概略の年間生産量
7．対象製品の用途･特性に関する資料（製品カタログ等。申請時にご提出済の場合は結構です）
8．対象製品製造上で適用される法規制、条例、協定についての情報
9．その他、JIS認証審査登録の参考となる文書･資料


	２．品質管理実施状況説明書Ｂの場合の記載項目
（JICQAのHPの「JIS製品認証」-「JIS製品認証メニュー」-「JIS製品認証に関する手続き」-「認証に関する手続き」の画面内の別紙Ｂのリンクからご参照ください）
（関係する社内規格、管理記録及び試験・検査記録は工場審査時に提示が必要となります。）


注1）上記の文書･資料をご提出いただけない場合、認証審査の計画･進行に支障が生ずることがありますので、その場合は認証審査チームからご相談させていただきます。
注2）JICQAの認証審査員･職員には厳重な守秘義務が課せられており、ご提出いただいた文書･資料は認証審査の目的のみに使用いたします。なお、認証審査終了後に申請者へ返却又は廃棄処分が必要な場合は、その旨お知らせ下さい。
注3）貴社･工場／事業場への交通手段等については、ご連絡に基づき、別途確認させていただきます。
（次ページに続く）
④ JIS認証の区分と規格番号

表１：Ａ土木及び建築（規格数：20）
	認証の区分
	規格番号
	規格名称

	A-1
	A5011-1
	コンクリート用スラグ骨材－第１部：高炉スラグ骨材

	A-1
	A5011-2
	コンクリート用スラグ骨材－第２部：フェロニッケルスラグ骨材

	A-1
	A5011-3
	コンクリート用スラグ骨材－第３部：銅スラグ骨材

	A-1
	A5011-4
	コンクリート用スラグ骨材－第４部：電気炉酸化スラグ骨材

	A-9
	A5505
	メタルラス

	A-4
	A5209
	陶磁器質タイル

	A-2
	A5508
	くぎ

	A-3
	A5513
	じゃかご

	G-1
	A5523
	溶接用熱間圧延鋼矢板

	G-3
	A5525
	鋼管ぐい

	G-1
	A5526
	Ｈ形鋼ぐい

	G-1
	A5528
	熱間圧延鋼矢板

	G-3
	A5530
	鋼管矢板

	B-16
	A5540
	建築用ターンバックル

	B-16
	A5541
	建築用ターンバックル胴

	A-6
	A5705
	ビニル系床材

	A-7
	A6008
	合成高分子系ルーフィングシート

	R-1
	A6902
	左官用消石灰

	A-8
	A6921
	壁紙

	B-17
	A8652
	金属製型わくパネル


表２：Ｂ一般機械（規格数：24）
	認証の区分
	規格番号
	規格名称

	B-1
	B1176
	六角穴付きボルト

	B-1
	B1177
	六角穴付き止めねじ

	B-2
	B1180
	六角ボルト

	B-3
	B1181
	六角ナット

	B-4
	B1186
	摩擦接合用高力六角ボルト・六角ナット・平座金のセット

	B-18
	B1187
	座金組込み六角ボルト

	B-18
	B1188
	座金組込み十字穴付き小ねじ

	B-19
	B1189
	フランジ付き六角ボルト

	B-20
	B1190
	フランジ付き六角ナット

	B-21
	B1194
	六角穴付き皿ボルト

	B-5
	B1198
	頭付きスタッド

	B-22
	B1200
	フランジ付き六角溶接ナット

	B-23
	B1220
	構造用転造両ねじアンカーボルトセット

	B-6
	B1256
	平座金

	B-7
	B2220
	鋼製管フランジ

	B-8
	B2301
	ねじ込み式可鍛鋳鉄製管継手

	B-9
	B4703
	鉄工やすり

	B-10
	B4803
	木工用帯のこ

	B-11
	B6911
	鉄鋼の焼ならし及び焼なまし加工

	B-12
	B6912
	鉄鋼の高周波焼入焼戻し加工

	B-13
	B6913
	鉄鋼の焼入焼戻し加工

	B-14
	B6914
	鉄鋼の浸炭及び浸炭窒化焼入焼戻し加工

	B-15
	B8811
	ラウンドスリング

	B-15
	B8818
	ベルトスリング


表３：Ｅ鉄道（規格数：6）
	認証の区分
	規格番号
	規格名称

	E-1
	E1101
	普通レール及び分岐器類用特殊レール

	E-1
	E1102
	レール用継目板

	E-1
	E1103
	軽レール

	E-1
	E1104
	軽レール用継目板

	E-2
	E1107
	継目板用及びレール締結用のボルト及びナット

	E-3
	E1108
	犬くぎ


表４：G鉄鋼（規格数：122）
	認証の区分
	規格番号
	規格名称

	G-6
	G2301
	フェロマンガン

	G-6
	G2304
	シリコマンガン

	G-1
	G3101
	一般構造用圧延鋼材

	G-1
	G3103
	ボイラ及び圧力容器用炭素鋼及びモリブデン鋼鋼板

	G-1
	G3105
	チェーン用丸鋼

	G-1
	G3106
	溶接構造用圧延鋼材

	G-1
	G3108
	みがき棒鋼用一般鋼材

	G-4
	G3109
	ＰＣ鋼棒

	G-4
	G3112
	鉄筋コンクリート用棒鋼

	G-2
	G3113
	自動車構造用熱間圧延鋼板及び鋼帯

	G-1
	G3114
	溶接構造用耐候性熱間圧延鋼材

	G-4
	G3117
	鉄筋コンクリート用再生棒鋼

	G-4
	G3123
	みがき棒鋼

	G-1
	G3125
	高耐候性圧延鋼材

	G-1
	G3128
	溶接構造用高降伏点鋼板

	G-1
	G3129
	鉄塔用高張力鋼鋼材

	G-2
	G3131
	熱間圧延軟鋼板及び鋼帯

	G-2
	G3132
	鋼管用熱間圧延炭素鋼鋼帯

	G-1
	G3136
	建築構造用圧延鋼材

	G-4
	G3137
	細径異形ＰＣ鋼棒

	G-1
	G3138
	建築構造用圧延棒鋼

	G-1
	G3140
	橋梁用高降伏点鋼板

	G-2
	G3141
	冷間圧延鋼板及び鋼帯

	G-2
	G3302
	溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯

	G-7
	G3303
	ぶりき及びぶりき原板

	G-2
	G3311
	みがき特殊帯鋼

	G-2
	G3312
	塗装溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯

	G-2
	G3314
	溶融アルミニウムめっき鋼板及び鋼帯

	G-7
	G3315
	ティンフリースチール

	G-2
	G3317
	溶融亜鉛－５％アルミニウム合金めっき鋼板及び鋼帯

	G-2
	G3318
	塗装溶融亜鉛－５％アルミニウム合金めっき鋼板及び鋼帯

	G-2
	G3321
	溶融５５％アルミニウム－亜鉛合金めっき鋼板及び鋼帯

	G-2
	G3322
	塗装溶融５５％アルミニウム－亜鉛合金めっき鋼板及び鋼帯

	G-2
	G3323
	溶融亜鉛―アルミニウム－マグネシウム合金めっき鋼板及び鋼帯

	G-1
	G3350
	一般構造用軽量形鋼

	G-30
	G3351
	エキスパンドメタル

	G-31
	G3353
	一般構造用溶接軽量Ｈ形鋼

	G-3
	G3441
	機械構造用合金鋼鋼管

	G-3
	G3444
	一般構造用炭素鋼鋼管

	G-3
	G3445　
	機械構造用炭素鋼鋼管

	G-3
	G3446
	機械構造用ステンレス鋼鋼管

	G-3
	G3447
	ステンレス鋼サニタリー管

	G-3
	G3448
	一般配管用ステンレス鋼鋼管

	G-3
	G3452
	配管用炭素鋼鋼管

	G-3
	G3454
	圧力配管用炭素鋼鋼管

	G-3
	G3455
	高圧配管用炭素鋼鋼管

	G-3
	G3456
	高温配管用炭素鋼鋼管

	G-3
	G3457
	配管用アーク溶接炭素鋼鋼管

	G-3
	G3458
	配管用合金鋼鋼管

	G-3
	G3459
	配管用ステンレス鋼鋼管

	G-3
	G3460
	低温配管用鋼管

	G-3
	G3461
	ボイラ・熱交換器用炭素鋼鋼管

	G-3
	G3462
	ボイラ・熱交換器用合金鋼鋼管

	G-3
	G3463
	ボイラ・熱交換器用ステンレス鋼鋼管

	G-3
	G3464
	低温熱交換器用鋼管

	G-3
	G3466
	一般構造用角形鋼管

	G-3
	G3467
	加熱炉用鋼管

	G-3
	G3468
	配管用溶接大径ステンレス鋼鋼管

	G-3
	G3472
	自動車構造用電気抵抗溶接炭素鋼鋼管

	G-3
	G3474
	鉄塔用高張力鋼管

	G-3
	G3475
	建築構造用炭素鋼鋼管

	G-3
	G3477-1
	ポリエチレン被覆鋼管―第1部：外面3層ポリエチレン押出被覆鋼管

	G-3
	G3477-2
	ポリエチレン被覆鋼管―第2部：外面ポリエチレン押出被覆鋼管

	G-3
	G3478
	一般機械構造用炭素鋼鋼管

	G-3
	G3479
	焼入性を保証した機械構造用鋼管

	G-4
	G3502
	ピアノ線材

	G-9
	G3503
	被覆アーク溶接棒心線用線材

	G-4
	G3504
	橋りょう（梁）用線材

	G-4
	G3505
	軟鋼線材

	G-4
	G3506
	硬鋼線材

	G-4
	G3507-1
	冷間圧造用炭素鋼－第１部：線材

	G-27
	G3507-2
	冷間圧造用炭素鋼－第２部：線

	G-13
	G3521
	硬鋼線

	G-12
	G3522
	ピアノ線

	G-8
	G3525
	ワイヤロープ

	G-14
	G3532
	鉄線

	G-14
	G3533
	バーブドワイヤ

	G-19
	G3536
	PC鋼線及びPC鋼より線

	G-20
	G3537
	亜鉛めっき鋼より線

	G-19
	G3538
	PC硬鋼線

	G-22
	G3542
	着色塗装亜鉛めっき鉄線

	G-32
	G3543
	合成樹脂被覆鉄線

	G-14
	G3544
	溶融アルミニウムめっき鉄線及び鋼線

	G-8
	G3546
	異形線ワイヤロープ

	G-14
	G3547
	亜鉛めっき鉄線

	G-25
	G3548
	亜鉛めっき鋼線

	G-33
	G3549
	構造用ワイヤロープ

	G-33
	G3550
	構造用ステンレス鋼ワイヤロープ

	G-23
	G3551
	溶接金網及び鉄筋格子

	G-24
	G3552
	ひし形金網

	G-24
	G3553
	クリンプ金網

	G-24
	G3554
	きっ甲金網

	G-28
	G3557
	一般用ステンレス鋼ワイヤロープ

	G-14
	G3558
	ねじり角鉄線

	G-23
	G3559
	ねじり角鉄線を用いた溶接金網

	G-1
	G4051
	機械構造用炭素鋼鋼材

	G-1
	G4052
	焼入性を保証した構造用鋼鋼材（Ｈ鋼）

	G-1
	G4053
	機械構造用合金鋼鋼材

	G-15
	G4303
	ステンレス鋼棒

	G-16
	G4304
	熱間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯

	G-16
	G4305
	冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯

	G-17
	G4308
	ステンレス鋼線材

	G-18
	G4309
	ステンレス鋼線

	G-21
	G4311
	耐熱鋼棒及び線材

	G-21
	G4312
	耐熱鋼板及び鋼帯

	G-34
	G4313
	ばね用ステンレス鋼帯

	G-18
	G4314
	ばね用ステンレス鋼線

	G-18
	G4315
	冷間圧造用ステンレス鋼線

	G-35
	G4316
	溶接用ステンレス鋼線材

	G-15
	G4318
	冷間仕上ステンレス鋼棒

	G-36
	G4321
	建築構造用ステンレス鋼材

	G-37
	G4322
	鉄筋コンクリート用ステンレス異形棒鋼

	G-11
	G4401
	炭素工具鋼鋼材

	G-11
	G4403
	高速度工具鋼鋼材

	G-11
	G4404
	合金工具鋼鋼材

	G-5
	G4801
	ばね鋼鋼材

	G-4
	G4804
	硫黄及び硫黄複合快削鋼鋼材

	G-11
	G4805
	高炭素クロム軸受鋼鋼材

	G-3
	G4903
	配管用継目無ニッケルクロム鉄合金管

	G-3
	G4904
	熱交換器用継目無ニッケルクロム鉄合金管

	G-26
	G5502
	球状黒鉛鋳鉄品

	G-29
	G5526
	ダクタイル鋳鉄管


表５：H非鉄金属（規格数：31）

	認証の区分
	規格番号
	規格名称

	H-10
	H2103
	アルミニウム二次地金

	H-11
	H2118
	ダイカスト用アルミニウム合金地金

	H-16
	H2123
	形銅

	H-5
	H2202
	鋳物用銅合金地金

	H-13
	H2211
	鋳物用アルミニウム合金地金

	H-1
	H3100
	銅及び銅合金の板並びに条

	H-1
	H3110
	りん青銅及び洋白の板並びに条

	H-1
	H3130
	ばね用のベリリウム銅，チタン銅，りん青銅，ニッケル－すず銅及び洋白の板並びに条

	H-1
	H3140
	銅ブスバー

	H-1
	H3250
	銅及び銅合金の棒

	H-1
	H3260
	銅及び銅合金の線

	H-1
	H3270
	ベリリウム銅，リン青銅及び洋白の棒並びに線

	H-1
	H3300
	銅及び銅合金の継目無管

	H-1
	H3320
	銅及び銅合金の溶接管

	H-6
	H3330
	外面被覆銅管

	H-8
	H3401
	銅及び銅合金の管継手

	H-1
	H3510
	電子管用無酸素銅の板、条、継目無管、棒及び線

	H-2
	H4000
	アルミニウム及びアルミニウム合金の板及び条

	H-7
	H4040
	アルミニウム及びアルミニウム合金の棒及び線

	H-7
	H4080
	アルミニウム及びアルミニウム合金継目無管

	H-7
	H4100
	アルミニウム及びアルミニウム合金の押出形材

	H-3
	H4160
	アルミニウム及びアルミニウム合金はく

	H-3
	H4170
	高純度アルミニウムはく

	H-12
	H4301
	鉛板及び硬鉛板　

	H-12
	H4303
	ＤＭ鉛板

	H-12
	H4311
	一般工業用鉛及び鉛合金管

	H-15
	H5302
	アルミニウム合金ダイカスト

	H-9
	H8601
	アルミニウム及びアルミニウム合金の陽極酸化皮膜

	H-14
	H8602
	アルミニウム及びアルミニウム合金の陽極酸化塗装複合皮膜

	H-4
	H8641
	溶融亜鉛めっき

	H-4
	H8643
	溶融亜鉛アルミニウム合金めっき


表６：Ｒ窯業（規格数：１）
	認証の区分
	規格番号
	規格名称

	R-1
	R9001　
	工業用石灰


表７：Ｚその他（規格数：16）
	認証の区分
	規格番号
	規格名称

	Z-1
	Z1600
	鋼製オープンヘッドドラム

	Z-1
	Z1601
	鋼製タイトヘッドドラム

	Z-2
	Z1602
	金属板製１８リットル缶

	Z-3
	Z1604
	鋼製ドラム用口金

	Z-4
	Z3211
	軟鋼，高張力鋼及び低温用鋼用被覆アーク溶接棒

	Z-4
	Z3221
	ステンレス鋼被覆アーク溶接棒

	Z-4
	Z3223
	モリブデン鋼及びクロムモリブデン鋼用被覆アーク溶接棒

	Z-5
	Z3232
	アルミニウム及びアルミニウム合金の溶加棒及び溶接ワイヤ

	Z-4
	Z3251
	硬化肉盛用被覆アーク溶接棒

	Z-5
	Z3312
	軟鋼，高張力鋼及び低温用鋼用のマグ溶接及びミグ溶接ソリッドワイヤ

	Z-6
	Z3313
	軟鋼，高張力鋼及び低温用鋼用アーク溶接フラックス入りワイヤ

	Z-5
	Z3321
	溶接用ステンレス鋼溶加棒，ソリッドワイヤ及び鋼帯

	Z-6
	Z3323
	ステンレス鋼アーク溶接フラックス入りワイヤ及び溶加棒

	Z-7
	Z 3351
	炭素鋼及び低合金鋼用サブマージアーク溶接ソリッドワイヤ

	Z-7
	Z 3352
	サブマージアーク溶接及びエレクトロスラグ溶接用フラックス

	Z-8
	Z 3353
	軟鋼及び高張力鋼用のエレクトロスラグ溶接ワイヤ及びフラックス


以　上
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様式-PA01a改37

